様式第三号の四（第五条の二関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （A４）
	２
	３
	０


変　　更　　届　　出　　書
（第 一 面）
下記のとおり、
（１）商号又は名称　（２）代表者又は個人　（３）役員　（４）事務所　（５）政令第２条の２で定める使用人
（６）専任の宅地建物取引士　について変更がありましたので、宅地建物取引業法第９条の規定により届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　  　　年  　　月 　　　日
　　広　島　県　知　事　様

	届出者
	
	

	
	
	（　　　　―　　　  　）

	
	

	

	
	
(法人にあっては、代表者の氏名）
	
	

	
	
	（　　　 　　）　　 　－

	
	
	（　　　 　　）　　 　－



 (
＊
) (
＊
)　 受　付　番　号　　　　　　　  受　付　年　月　日　　　　　　　　  届出時の免許証番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（  ）
	
	
	
	
	
	



項番   ◎商号又は名称
	11
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	変　　更　　後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	商号又は名称
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　   
	 (
＊
) (
確認欄
)変更前
	
	

	
	商号又は名称
	



 (
1．就退任
2．氏　名
)　　 ◎代表者又は個人に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更区分
	12
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	

	
	
	変　　更　　後
	役名コード
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日



	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	変　　更　　前
	役名コード
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 (
確認欄
＊
)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日




（第 二 面）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	２
	４
	０



 (
＊
)　　受　付　番　号　　　　　　　　　届出時の免許証番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（ ）
	
	
	
	
	
	




 (
1．就退任
2．氏　名
)項番　 ◎役員に関する事項（法人の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更区分
	21
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	

	
	
	変　　更　　後
	役名コード
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日







	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	変　　更　　前
	役名コード
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (
確認欄
＊
)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日










 (
1．就退任
2．氏　名
)項番　 ◎役員に関する事項（法人の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更区分
	21
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	

	
	
	変　　更　　後
	役名コード
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日







	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	変　　更　　前
	役名コード
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (
確認欄
＊
)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日




（第 三 面）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	２
	５
	０



 (
＊
)　　受　付　番　号　　　　　　　　　届出時の免許証番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（  ）
	
	
	
	
	
	




 (
＊
)項番　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	30
	
	
	
	１．主たる事務所　　２．従たる事務所
	事務所コード
	
	
	

	
	
	
	 

	
	
	
	




 (
1．新設・廃止
2．名称・所在地
)    　 ◎事務所に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更区分
	 (
＊
)31
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	
	
	変　　　更　　　後
	事務所の別
	
	１．主たる事務所　　２．従たる事務所
	事務所コード
	
	
	

	
	
	
	事務所の名称
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	郵便番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	所在地市区町村ｺｰﾄﾞ
	
	
	
	
	
	
	 　　　　都道府県　  　 　　市郡区　　 　　　区町村

	
	
	
	所在地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	電話番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	従事する者の数
	
	
	
	
	




	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	 (
確認欄
＊
)
	
	変更前
	事務所の名称
	

	
	
	
	所在地
	









 (
1．就退任
2．氏　名
)  　　◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 変更区分
	32
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	

	
	変　更　後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日





	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	変　更　前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 (
確認欄
＊
)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日




（第 四 面）

	２
	６
	０



 (
＊
)　　受　付　番　号　　　　　　　　　届出時の免許証番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（  ）
	
	
	
	
	
	




 (
＊
)項番　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	30
	
	
	
	１．主たる事務所　　　２．従たる事務所
	事務所コード
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




 (
1．就退任
2．氏　名
)    　 ◎専任の宅地建物取引士に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 変更区分
	41
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	

	
	
	変    更 後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日







	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	変更前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (
確認欄
＊
)
	
	
	
	

	
	
	
	
	









 (
1．就退任
2．氏　名
)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 変更区分
	41
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	

	
	
	変    更 後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日







	
	
	
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	変更前
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (
確認欄
＊
)
	
	
	
	

	
	
	
	
	




添　付　書　類　（２）

誓　　　約　　　書

	






申請者、申請者の役員、令第２条の２に規定する使用人、
法定代理人及び法定代理人の役員は、法第５条第１項各号に
該当しない者であることを誓約します。



　　　　令和　　　　年　　　月　　　日








商号又は名称
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法定代理人
商号又は名称
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





広島県知事　様



添　付　書　類　（４）
（Ａ４）
専任の宅地建物取引士設置証明書

下記の事務所は、宅地建物取引業法第31条の3第１項に規定する要件を備えていることを
証明します。


　　　　令和　　　　年　　　月　　　日


　　　　　　　　　　　　　
　　　　様



　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　氏　　　　名	        
　　　　　　　　（法人にあっては、代表者の氏名）


記

	事務所の名称
	所  　　　     在　　     　  地
	専任の宅地建物取引士の数
	宅地建物取引業に


	本　店
	
	　名
	　名

	
	
	名
	名

	
	
	名
	名

	
	
	名
	名




誓　　　約　　　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


広 島 県 知 事 　様

　　　　　　　　　　　宅地建物取引士　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　


　私は、次の勤務先の専任の宅地建物取引士として、専らその事務所に常勤し、
宅地建物取引業務に従事することを誓約します。

　勤務先の所在地　　　　　　
及び名称　　　　　　


　　　平　　日　　　　　　時　　分から　　　時　　分まで

　　　　　　　　　土　　曜　　　　　　時　　分から　　　時　　分まで

　　　　　　　　　　　　

注　１　記入は、宅地建物取引士本人が自署すること。
　　２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。
宅 地 建 物 取 引 士 証



	


宅地建物取引士証（コピー）を貼付

（裏面に住所変更の記載があれば、裏面のコピーも張り付けすること）




添　付　書　類　（７）
（Ａ４）
事務所を使用する権原に関する書面
	事　　　　項
	所有者
	事務所の所有者が申請者と異なる場合

	
	
	契約相手
	契 約 日
	契約期間
	契約形態
	用　　途

	（事務所名）


（所在地）
	
	
	
	
	
	

	（事務所名）


（所在地）

	
	
	
	
	
	

	（事務所名）


（所在地）

	
	
	
	
	
	

	（事務所名）


（所在地）

	
	
	
	
	
	

	（事務所名）


（所在地）

	
	
	
	
	
	

	

　　上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。

　　
　   　　令和　　 年　 　月　 　日


　　　　　　　　　 　   商号又は名称

　　　　　　　　
　　　　　　　　　    　氏　　　　名　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　    　　


備 考
１　｢所有者｣の欄は、事務所の所有者の氏名又は法人名（法人の代表者名を含む。）を記入すること。
２　｢事務所の所有者が申請者と異なる場合｣の欄は、事務所の所有者が免許申請者と異なる場合にのみ次により記入すること。
1 ｢契約形態｣の欄は、賃貸借又は使用貸借の別を記入すること。
2 ｢用途｣の欄は、登記事項証明書、建物賃貸借契約書又は建物使用貸借契約書等に記載された用途（住居、事務所等）  について記入すること。

　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　


　　　　　　　　　事 務 所 所 在 地 略 図
	



備　考
　１　主要道路及び目標となる建造物を記載すること。
　２　事務所の位置は朱印して明瞭にすること。
　３　従たる事務所のある場合は別に略図を添付すること。
　４　自宅などの住宅の一部を事務所とする場合や、事務所がフロアーを独占して使用していないなどの場合は、事務所の間取図などの平面図も追加して添付してください。

添　付　書　類　（３）
（Ａ４）
略　　歴　　書
	（フリガナ）
氏名
	

	職名
	
	登録番号
	

	職歴
	期　　   間
	従　 事　 し 　た 　職　 務　 内 　容

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	




上記のとおり相違ありません。
　　
　 　令和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

添　付　書　類　（８）
（Ａ４）
略歴書（専任の宅地建物取引士等）
	住所
	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　電話番号 （　　　　　）　　　　―

	（フリガナ）
氏名
	
	生年月日
	　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	職名
	
	登録番号
	

	職歴
	期　　   間
	従　 事　 し 　た 　職　 務　 内 　容

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	

	
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	




上記のとおり相違ありません。
　　
　 　令和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

備考
　法第31条の３第２項の規定により同条第１項の宅地建物取引士とみなされる者にあっては、本様式の作成を省略することができる。

添　付　書　類　（９）
（Ａ４）
代表者等の連絡先に関する調書
	免許を受けようとする者（法人である場合においては、その役員）

	（フリガナ）
氏　　名
	住　　所
	電話番号

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	政令第二条の二で定める使用人

	（フリガナ）
氏　　名
	住　　所
	電話番号

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



上記のとおり相違ありません。

年　　　月　　　日

商号又は名称


代表者氏名


備考
この書面は、法第九条の規定により法人の役員又は政令第二条の二で定める使用人の変更の届出をしようとするときは、その届出に係る者についてのみ作成すること。


